
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電部材の合わせ部間の間隙等に装着され、電磁波を遮蔽する電磁波シールド材であっ
て、
　平板状の基部と、
　該基部の中心軸に沿って垂設される垂設部と、
　からなり、少なくとも表面が導電性を有する材料にて断面Ｔ字状に形成されている

ことを特徴とする電磁波シ
ールド材。
【請求項２】
　上記基部及び上記垂設部の少なくとも一方は、弾性材料にて形成されていることを特徴
とする請求項１に記載の電磁波シールド材。
【請求項３】
　

ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載の電磁波シール
ド材。
【請求項４】
　上記基部及び上記垂設部の任意の箇所に形成された粘着層と、
　該粘着層から剥離可能に形成され該粘着層を保護する剥離層と、
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と共
に、
　上記垂設部が上記中心軸方向に沿って複数に分割されている

上記垂接部を分割するスリットは、上記基部側が狭く、上記垂設部の先端側ほど広くな
るように形成されている



を設け、当該電磁波シールド材を上記導電部材に固定可能にしたことを特徴とする請求項
１ないし請求項３のいずれかに記載の電磁波シールド材。
【請求項５】

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は、導電部材の合わせ部間の間隙等に装着され、電磁波を遮蔽する電磁波シールド
材に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来より、この種の電磁波シールド材として、導電性ゴムをライン状に形成したものや、
金属線を編組したワイヤメッシュを筒状に形成したものが知られている。いずれにしても
、導電性と圧縮力に対する弾性とを備えることにより、例えば、導電性筐体の開口部の周
囲等に装着された場合、開口部を閉じるパネル等との間にできる間隙の形状に適合して、
この間隙を電磁的に密閉し、両者を導通させると共に間隙を通過しようとする電磁波を遮
蔽するものである。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、このような導電性ゴムや筒状のワイヤメッシュでは、パネルの開閉が繰り返され
るのに従い、その弾性力が劣化すると、塞ぐべき間隙の形状に適合できなくなって隙間を
生じてしまったり、また、弾性を有するため小さなものであれば異物を挟んだ状態でパネ
ルを閉じることが可能であり、この状態でパネルが閉じられてしまうと、異物により隙間
が生じて、確実に電磁波を遮蔽できないという問題があった。
【０００４】
本発明は、上記問題点を解決するために、導電部材の合わせ部の間隙を通過しようとする
電磁波を確実に遮蔽できる電磁波シールド材を提供することを目的とする。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
　上記目的を達成するためになされた請求項１に記載の発明は、導電部材の合わせ部間の
間隙等に装着され、電磁波を遮蔽する電磁波シールド材であって、平板状の基部と、該基
部の中心軸に沿って垂設される垂設部とからなり、少なくとも表面が導電性を有する材料
にて断面Ｔ字状に形成されている

ことを特徴とする。
【０００６】
また、請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の電磁波シールド材において、
上記基部及び上記垂設部の少なくとも一方は、弾性材料にて形成されていることを特徴と
する。
【０００７】
　次に、請求項３に記載の発明は、請求項１または請求項２に記載の電磁波シールド材に
おいて、

ことを特徴とする。
　また次に、請求項４に記載の発明は、請求項１ないし請求項３のいずれかに記載の電磁
波シールド材において、上記基部及び上記垂設部の任意の箇所に形成された粘着層と、該
粘着層から剥離可能に形成され該粘着層を保護する剥離層と、を設け、当該電磁波シール
ド材を上記導電部材に固定可能にしたことを特徴とする。
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　上記粘着層は、上記基部と上記垂設部とにより形成される２つのＬ字状部の一方に形成
されていることを特徴とする請求項４に記載の電磁波シールド材。

と共に、上記垂設部が上記中心軸方向に沿って複数に分
割されている

上記垂接部を分割するスリットは、上記基部側が狭く、上記垂設部の先端側ほど
広くなるように形成されている

　更に、請求項５に記載の発明は、請求項４に記載の電磁波シールド材において、上記粘
着層は、上記基部と上記垂設部とにより形成される２つのＬ字状部の一方に形成されてい
ることを特徴とする。



【０００８】
【作用および発明の効果】
上記のように構成された請求項１に記載の電磁波シールド材においては、垂設部を導電部
材の合わせ部の間隙に、また基部を各導電部材の合わせ部と直交する壁面に夫々当接する
ように配置すると、垂設部が、導電部材の合わせ部の間隙を直接塞いで、間隙に入り込ん
だ電磁波を遮蔽すると共に、基部が、両導電部材により形成される間隙近傍の壁面を覆う
ことにより、合わせ部の間隙に進入、或はこの間隙から漏出する電磁波を遮蔽する。即ち
、垂設部と基部とにより、合わせ部の間隙を通過しようとする電磁波を二重に遮蔽する。
【０００９】
　従って、本発明によれば、合わせ部の間隙を通過しようとする電磁波を確実に遮蔽でき
、また例え、何等かの原因で垂設部と導電部材との間に多少の隙間が生じてしまったとし
ても、基部が間隙近傍の壁面を覆っているので、電磁波遮蔽性能が大きく劣化することが
ない。

【００１０】
また、本発明の電磁波シールド材よれば、基部を、垂設部が形成されていない側の面が導
電部材に当接するように固定し、他の導電部材の端部や角部が、基部と垂設部とにより形
成されるＬ字状部分に配置されるようにして使用することもできる。
【００１１】
この場合、基部の半分が導電部材の合わせ部の間隙を直接塞ぐと共に、基部の残り半分と
垂設部が隙間近傍にて導電部材の壁面を覆い、合わせ部の間隙を通過しようとする電磁波
を二重に遮蔽する。
従って、上述の使用方法と同様に、確実に電磁波を遮蔽できる。
【００１２】
この場合、もう一方のＬ字状部分にも導電部材の端部や角部を配設してもよく、従って、
３つの導電部材を組み合わせた合わせ部にも使用できる。
次に、請求項２に記載の電磁波シールド材においては、基部及び垂設部の少なくとも一方
は、弾性材料にて形成されている。即ち、少なくとも合わせ部の間隙に配置される部分が
弾性材料にて形成されていれば、導電部材の端部に多少凹凸がある場合でも、これに適合
して合わせ部の間隙を確実に塞ぐことができ、より確実に電磁波を遮蔽できる。
【００１３】
　また、請求項３に記載の電磁波シールド材においては、

【００１４】
た次に、請求項４に記載の電磁波シールド材においては、粘着層と粘着層を保護する

剥離層が設けられている。
【００１５】
　従って、本発明の電磁波シールド材によれば、粘着層から剥離層を剥離し、粘着層が露
出された部分を導電部材の所定の固定位置に配置するだけで簡単に当該電磁波シールド材
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　また、本発明の電磁波シールド材においては、垂設部が基部の中心軸方向に沿って複数
に分割されている。
　従って、本発明の電磁波シールド材によれば、基部を、分割された垂設部が互いに接触
しない範囲内で、無理なく変形させることができ、例えば、筐体の開口部の角部のような
場所でも、電磁波シールド材を切断することなく連続した状態で取り付けることができる
。
　その結果、電磁波シールド材の取付作業が容易になると共に、電磁波シールド材のつな
ぎ目も少なくなるので取り付けた電磁波シールド材は剥がれ難くなる。

垂接部を分割するスリットは、
基部側が狭く、上記垂設部の先端側ほど広くなるように形成されている。
　従って、本発明の電磁波シールド材によれば、垂設部が形成された面を凸とする変形が
可能なだけでなく、この面を凹とする変形も可能となり、この面の変形が凸となる箇所だ
けでなく、この面の変形が凹となったり、更には、この面の変形が凹凸入り混じるような
複雑な形状の箇所にも取り付けることができる。

　ま



を導電部材に固定できる。また、本発明によれば、粘着層は剥離層により保護されている
ため、未使用の電磁波シールド材の保存中に、粘着層にゴミや塵等が付着して粘着力が劣
化してしまうことがなく、使用時にはこの粘着層により確実に固定できる。
　

【００１６】
【実施例】
以下に本発明の実施例を図面と共に説明する。
図１（ａ）は、本実施例の電磁波シールド材１０の全体構成を表す斜視図であり、図１（
ｂ）は、そのＡ－Ａ断面図である。
【００１７】
図１（ａ）に示すように、電磁波シールド材１０は、平板状の基部１２と、基部１２の長
手方向の中心軸に沿って垂設された垂設部１４とからなり、断面Ｔ字状に形成されている
。そして、垂設部１４には、所定間隔毎に形成されたスリット１４ａにより、複数に分割
されている。
【００１８】
また、基部１２と垂設部１４とにより形成される２つのＬ字状部１６ａ，１６ｂの一方（
Ｌ字状部１６ａ）には、電磁波シールド材１０を外部の部材に固定するための粘着層１８
が形成され、更に、この粘着層１８は、剥離紙２０により覆われている。
【００１９】
そして基部１２及び垂設部１４は、図１（ｂ）に示すように、ゴム，スポンジ等により一
体成形された弾性層１０ａを有しており、その表面には、銀，銅，アルミ等を無電解メッ
キしてなる金属層１０ｂが形成されている。なお、垂設部１４のスリット１４ａにより形
成された面にも無電解メッキは施されている。
【００２０】
また、粘着層１８は、ニッケル等の金属，カーボン，或はこれらを組み合わせた材料から
なる粉末状，繊維状，或は箔状の導電性フィラーを、アクリル系，或はシリコーン系の接
着剤に配合してなる導電性接着剤にて形成され、電磁波シールド材１０が他の部材に接着
された際に、接着された部材との導通を妨げることがないようにされている。
【００２１】
以上のように構成された電磁波シールド材１０は、例えば、電子部品を収納する筐体等に
おいて、保守や点検等のために設けられた開口部の周囲等に取り付けられ、開口部を塞ぐ
パネルとの間にできる隙間を通過する電磁波を遮蔽するために使用される。
【００２２】
なお、電磁波シールド材１０の取付は、剥離紙２０を剥し、粘着層１８が露出された状態
のＬ字状部１６ａを、筐体の開口部の周囲等，所定の固定位置に配置するだけで簡単に行
なうことができる。
次に、図２は、本実施例の電磁波シールド材１０が、電子部品を収納するシールドケース
２に取り付けられた状態を示す斜視図であり、図３は、そのＢ－Ｂ断面図である。
【００２３】
図２に示すように、シールドケース２は、金属製で略直方体形状をしており、電子部品を
収納する収納空間３ａを有する本体３と、収納空間３ａの開口部を塞ぐ蓋体４とからなり
、これら本体３と蓋体４とは、ヒンジ６を介して回動自在に取り付けられ、ヒンジ６が形
成された縁部とは反対側の縁部に、シールドケース２を閉じた状態に保持するための締付
部７が設けられている。また本体３の側面には、収納された電子部品からの信号を外部に
取り出すための防水コネクタ８が取り付けられている。更に、本体３と蓋体４との合わせ
部となる本体３の開口縁部３ｂに、電磁波シールド材１０が取り付けられている。
【００２４】
ここで、電磁波シールド材１０は、開口縁部３ｂの全周に渡って連続した単一のものが使
用されている。即ち、電磁波シールド材１０の垂設部１４には、スリット１４ａが形成さ
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なお、粘着層は、例えば、請求項５に記載のように、基部と垂設部とにより形成される
２つのＬ字状部の一方に形成すればよい。



れているため、電磁波シールド材１０を略直角に変形させることができ、４隅の角部にも
無理なく取り付けられている。
【００２５】
また、図３に示すように、電磁波シールド材１０は、垂設部１４が本体３の開口縁部３ｂ
に、また基部１２が本体３の内壁３ｃに粘着層１８を介して接着固定されている。
そして、蓋体４が閉じられた時（図３中点線にて示す）には、粘着層１８が形成されてい
ない側のＬ字状部１６ｂに蓋体４の縁部４ｂと内壁４ｃとが当接する。
【００２６】
その結果、垂設部１４が、本体３及び蓋体４の合わせ部である各縁部３ｂ，４ｂ間の間隙
を塞ぐと共に、基部１２が、この間隙近傍の内壁３ｃ，４ｃを覆うことになる。
これにより、本体３と蓋体４とは、電磁波シールド材１０を介して導通すると共に、その
縁部３ｂ，４ｂ間の間隙は、電磁波シールド材１０の基部１２と垂設部１４とにより、電
磁的に二重に遮蔽される。
【００２７】
しかも、電磁波シールド材１０は、弾性層１０ａを有し、圧縮力に対する弾性を有してい
るので、縁部３ｂ，４ｂに多少の凹凸があったとしても、シールドケース２を閉じた際に
、垂設部１４がこの凹凸に応じて変形し縁部３ｂ，４ｂ間を隙間なく塞ぐ。
【００２８】
従って、本実施例によれば、シールドケース２を閉じた際に、縁部３ｂ，４ｂ間の隙間を
通過しようとする電磁波を確実に遮蔽できる。また、例えば、シールドケース２が繰り返
し開閉されることにより垂設部１４の弾性が劣化したり、ゴミ等が垂設部１４と縁部４ｂ
との間に挟まる等して、シールドケース２を閉じた際に、垂設部１４と縁部４ｂとの間に
多少の隙間ができたとしても、基部１２が間隙の近傍の内壁３ｃ，４ｃを覆っているので
、電磁波遮蔽性が大きく劣化することはない。
【００２９】
更に、本実施例の電磁波シールド材１０によれば、粘着層１８とこれを保護する剥離紙２
０が設けられており、粘着層１８から剥離紙２０を剥離し、粘着層１８が露出された状態
で、粘着層１８が形成された部分を所定の固定位置に配置するだけで簡単に当該電磁波シ
ールド材１０をシールドケース２の縁部３ｂ等に固定できる。
【００３０】
また、粘着層１８は剥離紙２０により保護されているため、未使用の電磁波シールド材１
０の保存中に、粘着層１８にゴミや塵等が付着して粘着力が劣化してしまうことがなく、
使用時には確実に固定できる。
次に、第２実施例の電磁波シールド材３０を図４に示す。
【００３１】
なお、第１実施例の電磁波シールド材１０とは、垂設部１４に形成されたスリット１４ａ
の形状と、粘着層１８が形成されている位置とが異なるだけであり、他の部分は全く同じ
であるので、同一の部材には同一の番号を付し、構成の異なる部分についてのみ説明する
。
【００３２】
即ち、第１実施例では、垂設部１４に形成されたスリット１４ａは、単なる切込みであっ
たが、本実施例のスリット１４ａは、図４（ａ）に示すように、基部１２側は狭く、垂設
部１４の先端側程広くなるように形成されている。
従って、本実施例によれば、垂設部１４が形成された面１２ａを凸とする変形が可能なだ
けでなく、図４（ｂ）に示すように、この面１２ａを凹とする変形も可能となり、図２の
取付状態に示されるような面１２ａの変形が凸となる箇所だけでなく、面１２ａの変形が
凹となったり、更には、面１２ａの変形が凹凸入り混じるような複雑な形状の箇所にも取
り付けることができる。
【００３３】
また、このようなスリット１４ａが形成されていることにより、例えば、図４（ｃ）に示
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すように、垂設部１４が取り付けられる導電部材３２の合わせ部面３２ａに、この合わせ
部面３２ａと他の導電部材（図示せず）の合わせ部面とを突き合わせた状態でを固定する
ためのねじ穴３４等が形成されている場合であっても、このねじ穴３４とスリット１４ａ
とが対応するように配置すれば、固定の妨げとなることがない。
【００３４】
また更に、第１実施例では、粘着層１８がＬ字状部１６ａに形成されているが、本実施例
のように、基部１２の裏面（垂設部１４とは反対側の面）１２ｂに形成してもよく、結局
、粘着層１８は、電磁波シールド材１０，３０の使用方法に応じて任意の位置に形成すれ
ばよい。また、粘着層１８は、全く設けなくてもよく、その場合、粘着層１８と同じ材質
の接着材、或は、ネジ等の固定具により導電部材の合わせ部に固定すればよい。
【００３５】
次に、図５（ａ）は、第３実施例の電磁波シールド材４０の全体構成を表す斜視図である
。上記第１及び第２実施例では、いずれも垂設部１４にスリット１４ａを形成しているが
、図５（ａ）に示す電磁波シールド材４０のように、電磁波シールド材４０を変形させる
必要のない箇所にて使用する場合には、垂設部１４にスリット１４ａが形成されていなく
てもよい。この場合、構成がきわめて簡単であり、製造が容易である。
【００３６】
また、上記実施例では弾性層１０ａとして、ゴム，スポンジ等、絶縁性材料を用いている
が、カーボン，金属，金属をコーティングしたガラス等を微粉末状，箔状，繊維状にした
導電性粒子を、シリコーンゴム等に充填した導電性エラストマ等を使用してもよい。この
場合、金属層１０ｂは形成しなくても電磁波を遮蔽できるが、電磁波の遮蔽をより確実な
ものとするために、金属層１０ｂを形成してもよい。
【００３７】
更に、上記実施例のように、基部１２及び垂設部１４に弾性層１０ａを設けることなく、
金属材料だけで作製してもよく、この場合、始めから図５（ａ）のようなＴ字状のものを
作製してもよいし、図５（ｂ）に示すように、金属板４２をＴ字状に変形させることによ
り作製してもよい。なお、図５（ｂ）は正面図である。
【００３８】
次に、上記実施例（図３参照）では、垂設部１４が、合わせ部（縁部３ｂ，４ｂ）の間に
位置するように使用されているが、その他の使用方法として、図６（ａ）に示すように、
基部１２の裏面１２ｂを第１の導電部材５０に固定し、Ｌ字状部１６ａに第２の導電部材
５２が配置されるようにしてもよい。
【００３９】
この場合、第１の導電部材５０と第２の導電部材５２との合わせ部の間隙は、Ｌ字状部１
６ａを構成する基部１２の半分が塞ぎ、また、Ｌ字状部１６ｂを構成する基部１２の残り
の半分と垂設部１４とが間隙の近傍の壁面を覆うため、この間隙を通過しようとする電磁
波は、第１実施例の場合と同様に、二重に遮蔽される。
【００４０】
また、図６（ｂ）に示すように、３つの導電部材が組み合わされる合わせ部に使用するこ
ともできる。即ち、基部１２の裏面１２ｂが第１の導電部材５４の端部に固定され、２つ
Ｌ字状部１６ａ，１６ｂに夫々第２及び第３の導電部材５６，５８の端部が配置されたも
のである。これは、図３及び図６（ａ）にて説明した使用方法を組み合せたものであり、
従って、第１実施例と同様の効果が得られることは明かである。
【００４１】
なお、図６（ａ）及び（ｂ）に示す導電部材，５０，５２，５４，５６，５８としては、
例えば、導電性の筐体を構成する壁材や柱材、接地すべきパタンが形成された電子回路の
基板、基板上にて電子回路を保護するシールドケースやシールド仕切板等、様々なものが
考えられる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　第１実施例の電磁波シールド材の全体構成を表す斜視図およびそのＡ－Ａ断面
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図である。
【図２】　実施例が適用されたシールドケースの全体構成を表す斜視図である。
【図３】　図２におけるＢ－Ｂ断面図である。
【図４】　第２実施例の構成を表す斜視図である。
【図５】　第３実施例の構成を表す斜視図及び正面図である。
【図６】　実施例の使用方法を表す説明図である。
【符号の説明】
２…シールドケース　　　３…本体　　　４…蓋体　　　６…ヒンジ
７…締付部　　　８…防水コネクタ　　１０，３０，４０…電磁波シールド材
１０ａ…弾性層　　１０ｂ…金属層　　１２…基部　　１４…垂設部
１４ａ…スリット　　１６ａ，１６ｂ…Ｌ字状部　　１８…粘着層
２０…剥離紙　　３２，５０，５２，５４，５６，５８…導電部材
３４…ねじ穴
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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